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１．はじめに

２０１４年１１月１９日の参議院本会議において「空家等対策の推進に関する特別

措置法」（以下、空家対策特措法１）が制定され、２０１５年２月２６日一部施行、同

年５月２６日に全面施行された。同法は、空き家を「空家等」と「特定空家等」

の２つに分け、前者を「居住していないことが常態化したもの」、後者を「倒

壊の恐れがあるものや、景観を著しく損なうもの、衛生上や生活環境上問題が

あるもの」とした。そして、地方自治体（以下、自治体）が特定空家等の所有

者に対して、取り壊しなど何らかの対策を講じるよう助言・指導、勧告、命令、

代執行といった一連の手続きを行うことが規定されている（国土交通省住宅局

住宅総合整備課、２０１５）。

空家対策特措法の成立によって、各自治体は特定空家等に対応するための法

的根拠が得られた。しかしながら、空き家対策特措法では対応しきれない行政

上の措置２）が存在する。また、空き家によって発生する問題は、農村地域と都

市地域によって異なり、全国一律の内容である空き家対策特措法では、その機

能を十分に果たせない事態が生じるおそれがある。西山（２０１５）が指摘する

ように、現時点において特定空家等に該当するものはごく少数である。近年、

これほどまでに空き家がクローズアップされているのは、マスコミ等による過

剰な報道によるところが大きいといえる。しかし今後１０年、２０年後、空き家
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が爆発的に増加することは、国土交通省の推計３）からほぼ確実間違えない。自

治体が空家対策特措法の成立に安堵することなく、これからも地域の実情に

あった空き家対策を絶えず講じていく必要がある。

近年の空き家に対する社会的関心の高まりによって、空き家に関する調査研

究もその厚みを増している。都市の空き家を対象にした研究は、２０００年ごろ

から取り組まれるようになり、特に２０１２年以降、住宅学や都市計画学、そし

て法学などの分野で次々と特集が組まれるようになった。地理学の分野では広

島大学の由井義通氏や岐阜大学の久保倫子氏を中心とする研究グループが多く

の実証研究を残している（由井ほか、２０１４：久保ほか、２０１４）。また、上記の

２氏を中心とした地理学者のグループによって、２０１４年１０月から２０１５年７月

まで『月刊地理』において連載が行われ、実証的かつ地理学的な視点に立った

空き家研究が示されたことは大きな成果といえよう。

空き家は個人の持ち物であるから、空き家の管理や処分に関しては個人がそ

の責任を負うことは当然である。しかし、所有者が特定できなかったり、所有

者の怠慢や経済的問題などによって義務を果たせなかったりする（果たさな

い）ケースも少数ながら存在する。そうした空き家に対して国や自治体の役割

が期待されている。こうした背景により、国の施策や自治体の空き家対策を扱っ

た研究も多くみられる。自治体による空き家対策に関する研究や報告は、先行

して空き家条例を制定した埼玉県所沢市や、空き家条例による空き家除去の代

執行を実施した秋田県大仙市の事例を扱ったものなどがあげられる。また地理

学においても久保（２０１４）が茨城県牛久市の空き家対策を紹介している。ま

た公益財団法人日本都市センターでは、自治体向けに『都市自治体と空き家―

課題・対策・展望』と題する書籍を刊行しており、この中には多くの自治体の

空き家対策が紹介されている。

以上のように、空き家に関する自治体の対策については、ケーススタディと

して紹介されていることは多いが、全国の空き家等の適正管理に関する条例（以

下、空き家条例）制定を俯瞰したものはほとんどない。その中で、内田・菊池
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（２０１５）は全国の空き家条例の全国的な動向について、空間的視点を踏まえ

ながら考察している。当論文は、前半部分で空き家条例が制定された背景につ

いて気候条件などに触れているが、論拠が不十分な点もみられる。

そこで本研究では各自治体が空き家条例を制定する背景として、自治体の体

質や慣習に視点を置いた考察を試みた。埼玉県所沢市の空き家条例制定によっ

て、全国に空き家条例が広まったことは良く知られているが、多くの自治体は

この所沢市の条例がもとになっていると考えられる４）。つまり自治体の体質と

して良くも悪くも「前例踏襲主義」であるとか、他の自治体が実施した施策に

追随する「横並び主義」が存在する。また自治体規模が小さくなるに従い、財

源や事務権限などの能力的制約から「国や県への依存」なども指摘できる。そ

うした自治体独特の慣習は、明治政府の成立以降脈々と続いてきた中央集権国

家的行政機構の結果であることは言うまでもない。そのほか自治体の条例制定

には、地方行政制度や首長や議会の動き、そして周辺自治体との関係性など、

気候条件などの地域特性だけでは説明しきれない条件が多く存在することが予

想される。こうした地方自治体独特の体質や慣習などの視点から、空き家条例

制定の背景を考察しようとするのが本研究である。

本研究の前半（本号）では、全国の空き家条例制定の動向やこれまで言われ

てきた空き家条例制定の条件を再確認していく。そして後半（次号）では、佐

賀県の各自治体の空き家条例制定までの過程から、空き家条例制定の背景を明

らかにしていく。

２．空き家条例の動向

� 研究の資料と方法

本研究の前半部分（本号）では、国土交通省が毎年公表している空き家条例

施行自治体の一覧を資料として用いる。全国の自治体による空き家条例の施行

数は２０１５年４月１日時点で４３１件５）である。なお、当資料には空き家条例を制
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定している自治体名、空き家条例の名称、施行年月日、条例の内容（勧告、命

令、公表、罰則、代執行の別）が記されている。また空き家条例の制定条件を

明らかにする資料として、国土交通省が GIS利用促進のため公表している「国

土数値情報」６）の各種 GISデータを利用する。

後半部分（次号）では、主に佐賀県自治体のヒアリング調査やその過程で得

られた資料、新聞記事を中心に議論を進める。なお、佐賀県におけるヒアリン

グ調査は、２０１５年１２月に実施した。対象は佐賀県庁、佐賀市、伊万里市、武

雄市、大町町、みやき町の空き家担当部署である７）。また、当研究とは直接関

連しないものの、１１月に福岡県宗像市に、２０１５年１月に栃木県宇都宮市にそ

れぞれヒアリング調査を行っていて、そこで得られた内容も一部利用した。

� 空き家条例の制定動向

自治体による空き家対策の必要性が議論され始めたのは、ここ数年といって

よい。そもそも、戦後のわが国の住宅政策は、住宅不足と地価上昇を前提に制

度設計されてきた。住宅やその用地が余り、ましてそれが地域環境に悪影響を

及ぼす存在になろうとは、つい最近まで考えられてもこなかったはずである。

空き家対策を念頭に置いた条例は２０１０年以前から存在した。しかし、それは

あくまで景観維持や防犯に主眼をおいたものである（桶野、２０１３）。

空き家に特化した条例がみられるようになったのは２０１０年以降である。「所

沢市空き家等の適正管理に関する条例」を嚆矢として、空き家に特化した条例

制定の動きが２０１１年ごろから活発になった（山口、２０１４）。図１は空き家条例

の施行数の推移を示したものである。２０１１年ごろまでは条例の名称に「空き

家」もしくは「空家」を冠した条例はほとんど存在しなかった。ところが２０１０

年ごろからそうした条例の割合が急激に高まっている。空き家条例の施行数は、

２０１１年までおおむね年１０件以下で推移していたが、２０１２年から急激に増加す

る。その後、２０１３年には１６４件、２０１４年には１２６件と、２年間で２９０もの自治体

が空き家条例を施行することとなる。
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２０１５年に空き家の適正管

理を盛り込んだ空家対策特措

法が施行されたこともあり、

２０１４年以降空き家条例の施

行は減少傾向にある。同法が

成立したことで、空き家条例

の必要性がないと判断した自

治体のなかには、空き家条例

を廃止する動きもみられる。

例えば福岡県宗像市は９月の

定例議会によって空き家条例

を廃止している８）。

以上のように、空家対策特措法の施行により、２０１５年の空き家条例制定数

は２０１４年を大きく下回ると予想される。しかしながら、空家対策特措法施行

以降、空き家条例の施行が途絶えたのかとそういうわけでもない。例えば、長

野県飯田市は２０１５年７月１日に空き家条例を施行している。また東京都世田

谷区や福岡県北九州市のように空き家に関連した条例の制定を進めている自治

体も存在する９）。空家対策特措法施行以降の条例施行の動きについて、栃木県

宇都宮市の空き家担当職員は「条例施行に向け準備を進めているのに、いまさ

ら条例の施行を取りやめるわけにはいかないという自治体の立場もあるのでは

ないか」と指摘する１０）。

また北村（２０１５a）が指摘するように、空家対策特措法には盛り込まれてい

ない規定、例えば「自治組織や市民活動団体の役割」や「氏名等の公表」、「即

時執行」１１）などもあり、自治体の空き家対策にとって同法は万能薬とはいえな

い。先述の東京都世田谷区は、空き家条例の制定に向け素案を作成したが、条

例の内容を空家対策特措法と整合性をもちつつ、同法には盛り込まれていない

「即時執行」（緊急措置）を加えた内容としている１２）。

図１ 自治体における空き家条例施行数の推
移（２０１５年４月まで）

資料）国土交通省資料より作成
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以上のように、各自治体は空家対策特措法を活用し空き家対策が行われるよ

うになった。しかし同法では補いきれいない内容も多く、条例の存在意義が失

われたとは言えない。筆者はむしろ、空き家が増加し問題がより顕著に現われ

てきた場合、全国一律の法律では対応しきれなくなると考える。そのためにも

各自治体は地域の実情に合った内容になるよう、現存する条例を絶えず改善し

ていく必要がある。

３．空き家条例の地域的差異

� 空間的にみた空き家条例

都道府県別にみた空き家条例施行自治体の割合は、都道府県によってかなり

ばらつきがみられる（図２）。その特徴は、内田・菊地（２０１５）が指摘するよ

うに日本海側において割合が高い地域が分布することである。空き家条例施行

自治体が多い都道府県をあげると、秋田県（９２．０％）、佐賀県（８０．０％）、山

形県（７７．１％）、山口県（６８．４％）、新潟県（６０．０％）であった。それとは逆

に、空き家条例施行自治体が少ない順に都道府県を示すと、山梨県（０．０％）、

和歌山県（３．３％）、徳島県（４．２％）、沖縄県（４．３％）、岩手県（６．１４％）と

なっている。なお、各都道府県の条例施行数は和歌山県、徳島県、沖縄県は各

１件、岩手県は２件であった。

なぜこのような地域差が生じるのだろうか。空き家条例施行の条件としてま

ず思い浮かぶのは、各地域における空き家数やその割合の多寡である。都道府

県別にみた空き家率と空き家条例施行率を重ね合わせたものが図３になる。例

えば、空き家率が最も多い山梨県では空き家条例施行率は０．０％である。また

二番目に空き家率が高い長野県でも空き家条例施行率は高いとはいえない。さ

らに和歌山県、高知県も同様である。周知のように住宅土地統計調査による空

き家は「二次的利用」「賃貸用」「売却用」「その他」の４つに分類される。そ

の中でも管理不全など、地域環境に悪影響を及ぼす可能性の高い空き家が「そ
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図２ 空き家条例施行自治体の分布
資料）国土交通省資料より作成

図３ 空き家条例施行自治体の割合と空き家率の割合の関係
資料）国土交通省資料、２０１３年住宅土地統計調査より作成
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の他」と言われている。そこで図３では空き家総数の割合と「その他」の空き

家の割合と条例施行率を比較している。しかしこの結果も同様に「その他」の

空き家率が高いからといって、条例施行率が高くなるとは限らない。鹿児島県、

高知県、和歌山県の順に、割合が高くなっているが、空き家条例が多いわけで

図４ 空き家条例施行自治体の分布
資料）国土交通省資料より作成
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はなかった。

最後に、空き家条例施行自治体の分布を図４に示してみた。空き家条例施行

自治体は、確かに日本海側の自治体に多い傾向を示している。また、神奈川県

を除く東京周辺部、すなわち東京大都市圏において施行自治体が多いように見

受けられる。それらの地域を拡大したものを図４左上に拡大して示した。東京

都や神奈川県は少ないものの、茨城県南部、埼玉県東部、千葉県北西部で空き

家条例施行自治体が多い。

� 空き家条例の制定条件

全国で空き家条例の施行が相次いだといっても、それは地域的な差異を含ん

でのことである。本節ではこれまでの研究で指摘されてきた自治体における空

き家条例制定の背景について、代表的なものを提示する。

１）多雪地域の空き家条例

空き家条例を制定する理由の一つとして知られているのが雪との関係である。

周知のようにわが国の日本海側の地域では、場所によって冬季の積雪量が多く、

その積雪によって老朽家屋の損壊や倒壊がみられる。特に空き家は屋根の雪下

ろしが行われないものも多く、地域における安心安全の猛威となっている。

２０１２年３月に秋田県大仙市は空き家条例に基づく危険空き家撤去の代執行

を実施した。これが NHKの報道番組「クローズアップ現代」などマスコミで

大きく取り上げられることとなり、全国の自治体や研究者から注目されるよう

になった。この取り組みは「自治体による空き家対策」をテーマに特集を組ん

だ雑誌『住宅６２－１』でも空き家条例を行使した危険空き家撤去の先進事例

として紹介されている（篠部、２０１３）。

前出の図３をみると空き家条例の施行割合が高い地域は、日本海側に位置す

る秋田県、山形県、新潟県、富山県、福井県、鳥取県など日本海側に連なって

いる。豪雪地帯対策特別措置法に基づく豪雪地帯に指定されている地域と、空
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き家条例施行自治体を地図上で重ねてみた（図５）。確かに豪雪地帯に指定さ

れた地域での施行が多くなっている。豪雪地帯に指定された自治体の空き家条

例施行割合は３０．９％なのに対し、非豪雪地帯での施行割合は２０．３％であった。

また図５を細かくみていくと豪雪地帯のなかでもより多くの積雪がある地域、

例えば北海道空知地方や後志地方内陸部、青森県津軽地方、福島県南会津など

図５ 全国の空き家条例施行自治体と豪雪地帯の分布
資料）国土交通省資料、国土数値情報より作成

注：豪雪地帯とは、豪雪地帯対策特別措置法に基づき地域指定された市町村および旧市町村の区域のこ
と。データは２００７年のもの。
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で空き家条例を施行している。

さらに、先述の秋田県大仙市のように行政代執行による危険空き家撤去を条

例に盛り込んだ自治体もこの豪雪地帯の地域に多く、豪雪地帯の空き家条例施

行自治体では６５．８％であったのに対し、非豪雪地帯では４９．６％であった。

２）関東大都市圏の空き家条例

図３をみると冬季の積雪がほとんどない太平洋側の関東において、空き家条

例の施行率が比較的高い地域がみられる。これらの地域にも、豪雪地域とは異

なった空き家条例施行の条件があるものと考えられる。そこで東京を中心とす

る関東大都市圏の空き家条例施行自治体の分布を細かく図６に示してみた。こ

の図をみると条例施行の分布に二つの特徴がみられる。一つ目は東京都心周辺

に立地する区、二つ目は東京都と隣接する茨城県南部、埼玉県東部、千葉県北

西部の市区町である。なお、神奈川県はこの条件に合致していない。以下では

この地域の都市化の過程から空き家条例施行の背景について考察する。

�木造住宅密集市街地域における空き家条例

東京２３区で空き家条例を施行しているのは、新宿区、台東区、品川区、墨

田区、大田区、渋谷区、中野区、豊島区、足立区で、いずれも東京都心周辺に

位置する特別区である。これらの地域は木造住宅密集市街地域（以下、密集市

街地）と呼ばれる老朽化した木造住宅が密集している地域を含んでいる。当地

域の空き家が倒壊または一部損壊すると人命に重大な危機が及ぶ可能性がある。

また大地震などがあれば火災の延焼などで大きな被害を受けると予測されてお

り、防災面からも危険な空き家の放置は看過できない。

これらの地域のなかでも空き家対策を積極的に実施している足立区などでは、

戦前に都市化した一部の地域で前面道路幅が狭く、売買されることがない（す

ることができない）などして放置されている住宅が多く存在する１３）。足立区の

空き家対策は、それら防災上危険な空き家の解体に対し、最大１００万円を助成

する施策の先駆的事例と位置づけられる。その施策は島田（２０１３）によって

九州国際大学 教養研究 第２２巻 第３号（２０１６・２）

－１４９－



紹介されたり、マスコミなどで多く取り上げられたりしている。

以上のように老朽空き家が多く、しかも密集市街地を抱えた都心周辺地域で

は、それに対応して空き家条例の施行が進んでいる。

�郊外住宅地を抱える自治体

高度経済成長に伴う大都市への人口流入によって、１９６０年代前半ごろより

図６ 東京大都市圏の空き家条例施行自治体
資料）国土交通省資料、国土数値情報より作成
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大都市圏郊外にはつぎつぎと郊外住宅地が造成されていった。入居当時、若年

ファミリー世帯を中心とした世帯は、子どもの離家とともに高齢夫婦のみの世

帯も多くなっている。東京のベットタウンとして開発された住宅地を多く含む

地域では、高齢化とともに空き家の増加が懸念されている。そうした背景の下、

埼玉県所沢市は全国初となる空き家に特化した条例を２０１１年に施行した（小

畑、２０１５）。

図６には１９６０年の DID（人口集中地区）と１９８０年の DIDも示している。こ

こで着目すべきは１９６０年から１９８０年までに拡大した DIDの範囲である。つま

り１９６０年から８０年までの間に都市化した地域である。東京大都市圏において

はこれらの地域で空き家条例を施行している自治体が多い。２０１５年の茨城県、

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の一都四県の市区町村数は２９８である。そ

のうち１９６０年から８０年までの間に DIDの拡大がみられた自治体は１９６で、その

うち６７が空き家条例を施行している。一方、一都四県の市区町村のうち１９６０

年から８０年までの間に DID化しなかった地域で条例を施行した自治体はわず

か８である。このことからも１９６０年ごろから８０年ごろの間に都市化した地域

では、空き家の増加が見込まれるということから空き家条例を施行し、対応し

ていこうとする動きがみられる。

３）その他の地域の空き家条例

これまで空き家条例施行の背景として主要なものを提示してきたが、自治体

独自の条件や都合から、空き家条例の施行を実施した地域について紹介する。

一つ目は傾斜地に住宅密集地を抱える自治体で、神奈川県横須賀市や長崎県

長崎市が好例である。横須賀市や長崎市では、地形的制約から急傾斜地に住宅

が張り付いている。接道条件も悪いことから再建築が難しく、空き家の売買も

ままならないものが多い（長崎市建築局建築部建築指導課、２０１３）。そのため

急傾斜地を中心に空き家が増加しており、市民の安心・安全を確保するため空

き家条例を施行している。
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二つ目は観光地における空き家条例の施行である。北海道函館市は、年間約

５００万人（２０１４年度）の観光客が訪れるわが国屈指の観光地である。函館市は

２０１４年に「函館市空き家等の適正管理に関する条例」を施行しているが、歴

史的に価値の高い建築物が西部地区を中心に存在し、それらが函館市の観光資

源の一つになっている。こうした景観に悪影響を与え、観光地としての魅力を

損なう空き家に対処するということを目的に、函館市では空き家条例が施行さ

れている１４）。

三つ目は、１章でも記したように自治体独特の体質や慣習などを背景とする

ものである。本研究の事例とした佐賀県の空き家条例施行率は８０．０％である。

しかし、佐賀県は上記の条件すべてに合致しない。そこで佐賀県において空き

家条例施行率が高い背景が地方自治体特有の体質や慣習にあると仮定し、以下

（『九州国際大学教養研究２３巻１号』）で論じていく。

本研究は、２０１５～２０１８年度科学研究費助成事業基盤研究（B）「人口減少期

の都市地域における空き家問題の解決に向けた地理学的地域貢献研究」（研究

代表者：由井義通）に基づき調査を行ったものである。

注

１）本稿では「あきや」について「空家」と「空き家」の二つで表記してある。こ

こでは法令名や法令によって利用されている表記（例えば「特定空家等」など）

以外に「空家」という表現は用いない。なお、国土交通省が「空家」を用いる

理由として、北村（２０１５b）は１９５１年制定の公営住宅法において「空家」が適

応されていたという先例があったためとしている。

２）例えば、特定空家等に対し、行政が適正管理を求めたにも関わらず、所有者等

が従わなかった場合の措置として「氏名の公表」などがあげられる。その他の

事項について、２章で詳しく述べていく。

３）国土交通省では、２０４０年の全国の空き家数を１，３３５万戸と推計している。

４）多くの自治体が所沢市の空き家条例を下敷きにしているというのは早計である
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